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2022 年 12 月 9 日 
各 位 
 

会社名 アサヒホールディングス株式会社 
代表者名 代表取締役社長 東浦 知哉 
 (コード番号 5857 東証プライム市場) 
問合先責任者 企画部長 長合 邦彦 
 (TEL 03-6270-1833) 

 
持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 
当社は本日、当社の持分法適用関連会社である株式会社フジ医療器（以下、「フジ医療器」）の保有株式の全てを、台湾証券

取引所の上場会社であるジョンソンヘルステック社（以下、「ジョンソンヘルステック」）に譲渡すること（以下、「本譲渡」）につい

て、株式譲渡契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 
本譲渡に伴い、フジ医療器は当社の持分法適用関連会社から除外されます。 
 

記 
 
1．本譲渡の理由 
当社は 2020年3月、100%子会社であったフジ医療器のさらなる成長を目的として、全世界に 30の販売子会社、300店強の

直営店を持つジョンソンヘルステックに対して、当社が保有するフジ医療器の全株式の 60%を譲渡し、ジョンソンヘルステック

とフジ医療器の両社の経営資源を活用しながら、顧客ニーズに沿った新製品の開発や海外事業の拡大に取り組んでまいりま

した。 
一方、当社は第 9 次中期経営計画における基本方針の一つとして「世界的な成長への基礎固め」を掲げ、「スクラップ&ビルド」

を継続しながら事業の選択と集中を進めており、2020 年 3 月期には「ライフ&ヘルス事業」から撤退し、「貴金属事業」および

「環境保全事業」に経営資源を集中させるなど、中期経営計画の達成に向けて着実に取り組んでおります。 
このような状況下、さまざまな検討を重ねた結果、フジ医療器が国内市場のシェア向上や海外市場の開拓等を通じて事業を拡

大し、企業価値の一層の向上を図るためには、同社がジョンソンヘルステックの完全子会社として運営されることが最適である

と判断し、本譲渡を決定いたしました。 
当社は今後も革新と挑戦を実践し、持続可能な世界の実現に貢献してまいります。 
 
2．異動する持分法適用関連会社の概要 

(1) 名 称 株式会社フジ医療器 
(2) 所 在 地 大阪市中央区農人橋一丁目 1 番 22 号 
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 安永 誠司 
(4) 事 業 内 容 健康・美容機器の製造、販売、輸出入 
(5) 資 本 金 30 百万円 
(6) 設 立 年 月 日 1965 年 4 月 13 日 
(7) 大株主及び持株比率 ジョンソンヘルステック社 60％ 

アサヒホールディングス株式会社 40% 
(8) 
 

上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係  

資 本 関 係 当社の持分法適用関連会社であります。 
人 的 関 係 該当事項はありません。 
取 引 関 係 該当事項はありません。 
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(9) 当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 
決算期 2020 年 3 月期 2020 年 12 月期 2021 年 12 月期 

純資産（百万円） 4,333 4,792 5,281 
総資産（百万円） 8,565 9,270 9,093 
一株当たり純資産（円） 14,445.26 15,974.48 17,604.39 
売上高（百万円） 17,534 13,640 17,846 
営業利益（百万円） 489 698 1,016 
経常利益（百万円） 342 665 1,021 
当期純利益（百万円） 160 452 720 
一株当たり当期純利益（円） 534.83 1,507.17 2,400.89 
一株当たり配当金（円） － 750 1,200 

(注) 2020 年 12 月期は決算月変更のため 2020 年 4 月から同年 12 月までの 9 ヵ月間の決算となっております。 
 
3．株式譲渡の相手先の概要 

(1) 名 称 Johnson Health Tech. Co., Ltd. 
(2) 所 在 地 No. 999, Sec. 2, Dongda Rd., Daya Dist., Taichung City 428, Taiwan, R.O.C. 
(3) 代表者の役職・氏名 Chairman: Lo Kun Chuan 
(4) 事 業 内 容 フィットネス機器等の製造及び販売等 
(5) 資 本 金 3,036 百万台湾ドル（13,662 百万円） 
(6) 設 立 年 月 日 1975 年 10 月 7 日 
(7) 
 

上場会社と当該会社 資 本 関 係 該当事項はありません。 
と の 間 の 関 係 人 的 関 係 該当事項はありません。 
 取 引 関 係 該当事項はありません。 
 関連当事者への 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

(注）1 台湾ドル＝4.5 円で換算。 
 
4．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 120,000 株 
（議決権の数：120,000 個） 
（議決権所有割合：40％） 

(2) 譲 渡 株 式 数 120,000 株 
（議決権の数：120,000 個） 
（議決権所有割合：40％） 

(3) 譲 渡 価 額 株式譲渡の相手先との守秘義務により開示を控えさせていただきます。 
(4) 異動後の所有株式数 0 株 

（議決権の数：0 個） 
（議決権所有割合：0％） 

 
5．日程 

(1) 株式譲渡契約締結日 2022 年 12 月 9 日 
(2) 株 式 譲 渡 日 2022 年 12 月 14 日（予定） 

 
6. 今後の見通しについて 
本譲渡が当社の 2023 年 3 月期連結業績に与える影響は現在精査中であり、今後、開示すべき事項が発生した場合は、速や

かにお知らせいたします。 
以 上 


